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美波町 SDGs推進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、美波町 SDGs 未来都市計画の推進を図るとともに、町内企業等の持

続的な成長及び地域経済の発展に資することを目的として、SDGsの実現に向けた取組を

行う団体等に対し、予算の範囲内において美波町 SDGs 推進事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象者） 

第 2条 補助金の交付を受けることができる者は、「美波町 SDGs 推進パートナー認定制

度要綱」に基づき、町から「美波町 SDGs推進パートナー」の認定を受けた町内企業等

とする。 

 

（補助対象事業） 

第 3条 補助金の交付対象となる事業は、次の各号のすべてに該当するものとする。 

(1) 美波町内で実施されるものであること。 

(2) 美波町の社会的又は地域的課題の解決を目的とし、SDGs の達成に資する内容であ

ること。 

(3) 町民の SDGs に対する意識の向上又は、町内における SDGs の普及及び促進に資す

る先導的な取組であること。 

(4) 新たに開始する事業又は既存事業に新たな視点や工夫を加えたものであること。 

(5) 補助事業終了後も継続的な実施が見込まれるものであること。 

2 補助金の交付は、1事業につき 1回限りとする。 

3 過去に同様の内容で補助金の交付を受けた事業は、対象外とする。 

4 可能な限り、複数の SDGs 目標に関連する事業とすること。 

5 複数の企業等が連携して実施する事業であっても、前項の要件を満たす場合は対象とす

る。 

 

（補助対象外事業） 

第 4条 次の各号のいずれかに該当する事業は、補助の対象としない。 

(1) 政治、宗教又は思想の活動を目的とするもの。 

(2) 他の公的機関（町、国、県等）から補助を受ける、又は受ける予定のあるもの。 

(3) 主要な業務を他者に委託するもの（ただし、高度な専門性を要する場合を除く）。 

(4) 補助金の趣旨にそぐわないと町長が認めるもの。 

 

（補助金の額） 

第 5条 補助金の額は、補助対象経費の合計から寄附金等の収入を差し引いた額（千円
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未満切捨て）とし、上限額は 10万円とする。 

 

（補助対象経費） 

第 6条 補助金の対象となる経費は、補助対象事業の実施に直接必要な経費であって、別表

第 1に掲げる費目に該当するものとする。 

2 前項に規定するもののほか、町長が特に必要と認めた経費については、補助対象経費と

することができる。 

 

（補助対象外経費） 

第 7条 次の各号に掲げる経費は、補助対象外とする。 

(1) 飲食費、接待費 

(2) 団体構成員への人件費及び謝金（ただし、臨時的に任用された者への謝金を除く） 

(3) 備品の購入費（パソコン等） 

(4) 通信費、光熱費、雑誌及び新聞の購入費 

(5) 車両又は不動産の購入費及び修理費 

(6) 税務及び法務に係る経費 

(7) 支払いに係る各種手数料 

(8) 補助金交付決定前に契約又は購入したもの並びに補助対象期間終了後に納品される

もの 

(9) 私的使用と事業使用の区別が明確でない経費（例：移動に係るガソリン代） 

2 前項に定めるほか、補助対象として不明確と判断される経費については、審査の上、補

助対象外とすることができる。 

 

（申請手続） 

第 8 条 補助金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を美波町に提出しなければ

ならない。提出方法は、郵送・持参のほか、電子メールによる提出も可とする。 

(1) 補助金交付申請書（様式第 1号） 

(2) 事業計画書（様式第 2号） 

(3) 収支予算書（様式第 3号） 

(4) 実施団体概要書（様式第 4号） 

 

（補助事業の決定） 

第 9 条 補助金の交付対象となる事業の選定は、提出された書類に基づき、次のとおり審

査及び選考を行うものとする。 

(1) 審査方法 

ア 審査は、美波町 SDGs 推進パートナー認定審査会が実施する書面審査とする。 

イ 審査は、別表第 2 に定める審査基準に基づく審査表を用いて採点を行い、基準点
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を満たす申請事業のうち、予算の範囲内で得点の高い順に採択候補を選定する。 

(2) 審査基準 

申請事業の評価は、別表 2に掲げる審査基準に基づき実施するものとする。 

 

（交付の決定） 

第 10 条 町長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金を交付

すべきものと認める場合は、補助金の交付の決定を行い、「補助金交付決定通知書（様式

第 5号）」により当該団体に通知するものとする。 

2 町長は、審査にあたっては、美波町 SDGs 推進パートナー認定審査会の意見を聴取す

ることができる。 

3 町長は、補助金を交付することが適当でないと認める場合は、その旨を「補助金不交

付決定通知書（様式第 6号）」により当該団体に通知するものとする。 

 

（補助事業の変更・中止） 

第 11 条 補助金の交付決定を受けた補助事業の内容について、やむを得ず変更または中止

しようとする場合は、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

2 前項の承認を受けるために、申請者は次に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

(1) （変更・中止）承認申請書（様式第 7号） 

 

(変更決定通知) 

第 12条 町長は補助金の変更承認を決定したときは、速やかに補助金変更承認決定通知(様

式第 8号)を申請者に交付するものとする。 

 

（実績報告） 

第 13 条 補助事業の完了後、申請者は次に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

(1) 実績報告書（様式第 9号） 

(2) 事業報告書（様式第 10号） 

(3) 収支決算書（様式第 11号） 

(4) 収支決算に係る領収書の写し 

2 前項第 4号の領収書については、原本又は写しとする。ただし、領収内容、日付、宛名

が不明確なものについては、補助対象経費として認めないものとする。 

 

(補助金の額の確定通知) 

第 14 条 町長は前条の規程による報告を受けた場合において、交付すべき補助金の金額を

確定し、補助金の額の確定通知書(様式第 12号)を申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 
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第 15 条 補助金の交付は、補助事業の完了後に実績報告書等の提出を受け、町が補助金額

を確定したうえで行うものとする。ただし、補助事業の実施上必要があると町長が認めた

場合は、交付決定額の範囲内において概算払いを行うことができる。 

2 補助金の請求にあたっては、次の各号に掲げる書類を町長に提出しなければならない。 

(1) 実績報告書等の提出後に通常払いを希望する場合 

 補助金請求書（様式第 13号） 

(2) 交付決定後に概算払いを希望する場合 

 補助金概算請求書（様式第 14号） 

3 補助金額の確定後、精算の結果、返還すべき残額が生じたときは、申請者は速やかに当

該金額を町に返還しなければならない。 

 

(補助金の支払い) 

第 16 条 町長は、前条の請求書を受理した後に、補助金を支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 17 条 町長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、当該交付決定の全部または一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 本要領の規定またはこれに基づく町長の指示に違反したとき。 

(3) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(4) 補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をしたとき。 

(5) 交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業の全部または一部を継続する必要

がなくなったとき。 

(6) その他町長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

2 前項の規定により交付決定が取り消された場合において、既に補助金が交付されている

ときは、町長は返還すべき補助金の額及び返還期限を指定し、当該額の返還を命ずるもの

とする。 

 

(その他) 

第 18 条 この要綱に関し必要な事項は、町長が別に定めるものとする。 

  附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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別表第 1(第 6 条関係) 

費目 内容 備考 

謝金 外部講師・外部従事者への謝礼金 団体構成員への謝金は対象外 

旅費 
外部講師・外部従事者、構成員の交

通費 
公共交通機関の使用に限る 

委託費 
会場設営やデザイン等、団体で実

施困難な業務の外部委託 
企画・運営の委託は不可 

印刷製本費 
ポスター・パンフレット印刷、コピ

ー代など 
 

使用料 会場や機材のレンタル料 冷暖房費も含む 

 

別表第 2(第 9 条関係) 

評価項目 

評価・採点方

法（合計 100

点） 

評価・採点の視点 

1．総合評価 

 基本的な考え方 0～10 
企画や取組方針に公益性が認められ、当該補助

金の趣旨に合致しているか 

2．事業内容 

 

SDGs 達成への寄

与 
0～10 

本町の地域課題の解決やまちの魅力向上に寄与

し、SDGs の達成に資する企画であるか 

新規性・独自性 0～10 
創意工夫がなされ、地域の状況や課題に即した

独自の取組であるか 

先導性 0～10 
町民の SDGs 推進に係る意識の向上や SDGs 人

材の育成が期待できる内容となっているか。 

自律性・継続性 0～10 
事業実施後のビジョンまで明確であり、補助終

了後も継続が期待できる企画であるか 

発展性 0～10 
町民や他団体への波及効果が期待でき、事業実

施後、様々な事業に広がる可能性があるか 

町民の意識変容 0～10 
広く町民が参加でき、参加者の SDGs に対する

意識の変容を促す企画であるか 

3．実現可能性 

 

実施体制 0～10 役割分担や内容が明確かつ妥当であるか 

包摂性 0～10 

「誰一人取り残さない」という視点・工夫がある

か 

ジェンダーや多様性などに配慮されて事業が実

施されているか 
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4.事業費 

 経済性 0～10 
経費の積算が妥当であり、費用対効果を考慮し、

節減努力が見られるか 
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様式第 1号（第 8条関係） 

様式第 2号（第 8条関係） 

様式第 3号（第 8条関係） 

様式第 4号（第 8条関係） 

様式第 5号（第 10条関係） 

様式第 6号（第 10条関係） 

様式第 7号（第 11条関係） 

様式第 8号（第 12条関係） 

様式第 9号（第 13条関係） 

様式第 10 号（第 13 条関係） 

様式第 11 号（第 13 条関係） 

様式第 12 号（第 14 条関係） 

様式第 13 号（第 15 条関係） 

様式第 14 号（第 15 条関係） 

 


